
貸　借　対　照　表

（平成19年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産  の  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
材 料
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
債 権 信 託 受 益 権
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
特 許 権
商 標 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
長 期 性 預 金
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 敷 金 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

25,384,684
10,517,447
3,714,620
4,167,027
2,197,951
2,066,860
213,596
27,448
40,229
33,832
180,000

1,799,331
261,216
165,122

12,907,137
4,640,769
950,494
53,009
10,546
12,737
650,635

2,926,349
36,995
72,810
3,159
4,912
550

50,113
14,074

8,193,557
500,000

1,326,072
5,177,789
768,605
19,439
59,659
22,366
210,903
123,321
△14,600

（負  債  の  部）

流 動 負 債 3,543,044

支 払 手 形 77,843

買 掛 金 1,159,220

未 払 金 415,660

未 払 法 人 税 等 766,000

未 払 費 用 628,580

預 り 金 61,020

賞 与 引 当 金 404,000

役 員 賞 与 引 当 金 16,400

そ の 他 14,318

固 定 負 債 1,019,480

退 職 給 付 引 当 金 799,431

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 124,363

そ の 他 95,686

負 債 合 計 4,562,525

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金 1,850,324

資 本 剰 余 金 1,925,531

資 本 準 備 金 1,925,531

利 益 剰 余 金 29,641,960

利 益 準 備 金 462,581

その他利益剰余金  

配 当 平 均 積 立 金 220,000

固定資産圧縮積立金 17,321

別 途 積 立 金 26,300,000

中 間 配 当 積 立 金 1,936

繰 越 利 益 剰 余 金 2,640,121

自 己 株 式 △214,694

株 主 資 本 合 計  33,203,122

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 526,173

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  526,173

純 資 産 合 計 33,729,296

資 産 合 計 38,291,821 負 債 及 び 純 資 産 合 計 38,291,821
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損　益　計　算　書

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  25,026,784

売 上 原 価  13,784,375

売 上 総 利 益  11,242,408

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  7,158,829

営 業 利 益  4,083,578

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 48,808  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 519,304 568,113

営 業 外 費 用   

売 上 割 引 121,548  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 61,611 183,159

経 常 利 益  4,468,532

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,345 11,345

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 16,505  

減 損 損 失 526,865 543,370

税 引 前 当 期 純 利 益  3,936,507

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,713,791  

法 人 税 等 調 整 額 △109,549 1,604,242

当 期 純 利 益  2,332,265
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有目的債券・・・・・ 償却原価法（定額法）

　　子会社株式・・・・・・・・ 移動平均法による原価法

　　その他有価証券  

　　時価のあるもの・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　　時価のないもの・・・・・ 移動平均法による原価法

　(２）たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・総平均法による原価法

  ２．固定資産の減価償却の方法

(１）有形固定資産・・・・定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物及び構築物　　　　　　　　15年～50年 

　　　機械装置及び車輌運搬具　　　　４年～10年 

(２）無形固定資産

　ソフトウエア・・・・・・・社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法

　その他の無形固定資産・・・定額法

 （３）長期前払費用・・・・・・・定額法

３．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金  

　　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、

　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見

　　込額を計上しております。

(２)賞与引当金  

　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業

　　年度の負担額を計上しております。

(３)役員賞与引当金  

　　役員賞与の支出に備えて、支給見込額を計上しております。

(４)退職給付引当金  

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

　　金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

　　額を計上しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

　　の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額

　　を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　　また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

　　年数（５年）による均等額を費用処理しております。
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(５)役員退職慰労引当金  

　　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規による期末要支払額を計上し

　　ております。

４．その他計算書類作成のための基本となる事項

（１)デリバティブの評価基準及び評価方法・・・・・時価法

（２)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

　 外貨建の資産、外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円換算し、

　 換算差額は損益として処理しております。

（３)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

（４)消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

５．会計方針の変更

（１）役員賞与に関する会計基準

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平

成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用しております。この結果、従来

の方法に比べて販売費及び一般管理費が16,400千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ同額減少しております。

（２）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業　

　会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

これによる当事業年度の損益に与える影響はありません。なお従来の「資本　

の部」の合計に相当する金額は33,729,296千円であります。

（３）表示方法の変更

前事業年度において「営業権」として掲記されていたものは、当事業年度から

「のれん」と表示しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．決算期末日満期の手形の会計処理については、当事業年度末日は金融機関の休日で

したが、満期日の決済が行われたものとして処理しております。当事業年度末日満期

手形は次のとおりであります。

受取手形 126,702千円

支払手形 42,229千円

２．関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 1,386,578千円

長期金銭債権 515,000千円

短期金銭債務 1,023,006千円

３．有形固定資産の減価償却累計額   　                 4,810,979千円

　　有形固定資産の減価償却累計額は、減損損失累計額を含んで表示しており

　ます。

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引

　売上高 4,086,542千円

　仕入高 11,771,761千円

　営業取引以外の取引高 936,185千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　１．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 87,595株 160株 －株 87,755株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   （流動資産の部）

    　繰延税金資産

賞与引当金繰入超過額 164,387千円

未払事業税 61,701千円

未払社会保険料 19,472千円

その他 15,654千円

　繰延税金資産　合計 261,216千円

   （投資その他の資産の部）

    　繰延税金資産

退職給付引当金繰入超過額 325,288千円

固定資産減損損失 157,688千円

役員退職慰労引当金繰入超過額 50,603千円

子会社株式益金算入 22,379千円

その他 27,812千円

　繰延税金資産　合計 583,772千円

    　繰延税金負債

固定資産圧縮積立金認容 11,883千円

その他有価証券評価差額金 360,984千円

　繰延税金負債　合計 372,868千円

　繰延税金資産（負債）の純額 210,903千円

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高　　　

　　相当額

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

機 械 装 置 84,700千円 84,700千円 －千円

車 輌 運 搬 具 81,940千円 62,130千円 19,809千円

工 具 器 具 備 品 82,326千円 81,708千円 617千円

合 計 248,966千円 228,538千円 20,427千円

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,788千円

１年超 20,510千円

合　　計 26,298千円
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３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 　 支払リース料                             9,644千円

 　 減価償却費相当額                         8,573千円

 　 支払利息相当額                           2,665千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする級数法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価格相当額との差額を利息とし、各期へ

　　の配分方法については利息法によっております。

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．子会社等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 
メドー産業
株式会社

50

リニア駆
動 ポ ン
プ・迅速
流体継手

100
 兼任
２名

当社製
品の製
造及び
製品の
販売 

製品の
売上

 
製品の
仕入

1,559,708

 
437,827

受取手形 231,542

売掛金 173,392

買掛金 44,378

子会社 
栃木日東工
器株式会社

450

リニア駆
動 ポ ン
プ・迅速
流体継手

100
 兼任
４名

当社製
品の製
造

貸付利息
の受取
 
製品の
仕入

14,063

 
5,255,078

短期貸付金 130,000

長期貸付金 415,000

買掛金 430,588

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．資金の貸付につきましては、市場金利を検案して決定しております。

　　なお、担保の受入はありません。

２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま　　

　　れております。 

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 1,492円31銭

　１株当たり当期純利益 103円19銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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